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1. ，まじめに

我が国は電子政府に関して2000年に「汀基本戦略J [から始め， 2001年に

は「我が国が 5年以内に世界先端の IT国家となる」ことを目標とした

le-Japan戦略J [2Jが打ち出された。その 5年後の2006年には，我が国では

'IT新改革戦略J [3Jが策定されヲ 2010年度を目処に「いつでも，どこでも，

誰でも ITの恩恵、を実感できる社会の実現J を目指すこととした。しかしなが

ら，現実には，利用者である国民がその実感を得ていないことが明らかになり，

「利用者・生活者重視J の視点が不十分であったという認識に至っている O そ

のためラ IT戦略本部は2008年にオンライン利用拡大計画[4Jを策定しラ電子政

府の目標を「すべての手続きのオンライン化J から転換し， 71手続きを重点申

請と定めて集中的に利用率を上げることを定めた。この計画では，新たな目擦

を設定して，オンライン利用のメリット拡大，使い勝手の向上等の措置を集中

的に講ずることとしている O

この流れの中で，セキュリティの確保とユーザピリテイの向上を目指したガ

イドラインを策定することになり， 2009年に「電子政府のユーザピリテイガイ

ドラインJ [5Jとして公表されている O 策定されたユーザピリテイガイドライ

ンの特徴は，行政が実施すべき取り組み(プロセス)を示していることにある O

その後，新政権の下で策定された「新たな情報通信技術戦略」においては?

オンライン利用に関して，下新たなオンライン利用に関する計顕J [6Jとして策

定された。ここでは，行政側の視点であった利用率の向上という考え方から，

[109J 
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田氏側の視点であるサービスの品質向一上へと重点をシフトし手続の費用対効

を踏まえたオンライン利用範菌の見査しゃ行政運営の効率化のための業務

プロセス改革に取り組むことを基本的な考え方としている O

このようにラ我が国の電子政府における利用者への対策は試行錯誤しながら

も進展してきている O さらに，新たな戦略の下で新たな電子政府の新たな利鼎

のあり方を構想するために，世界の電子政府を構想する流れの中で，どのよう

な位置づけにあるのかを明らかにする必要がある O 本所究では，各国の電子政

府のユーザピ 1)テイガイドラインを調査することによって，ガイドラインの前

提となっている利用状況を想定し我が国の利用者にとっての電子政府の有り

様が世界の電子政府の傾向の中でどのように位置づけられるかを考察した。

2盟 アイ ド

2 . 1 調査方法

らは， 2010年2月から 3月にかけてヲ各国の電子政府を対象としたユー

ザピリテイガイドラインについての調査を行った。 11カ国における電子政府に

ついて 9 ユーザ、ビワテイガイドラインの有無，担当する政府の組織及び関連す

る法律等について，調査を実施した。調査方法は，有識者へのインタビュー及

び文献調査を実施した。

2調 2 各菌の事官tl

調査対象とした11カ国のうち，国の電子政府のためのユーザゼリテイガイド

ラインの存在が確認された事例について紹介する O

(1) EU 

EUにおける“Informationprovider' s guide-The EU Internet handbook" 

はPG)[7J 'i，欧州連合の情報発信者がWebサイトにより情報を発信する際

に参照すべきガイドラインとして EuropeanCommission (EC:欧州委員会)
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に設霞された DGCommunication (コミュニケーション総局)が管理している O

2007年 9月にガイドラインの形で発行された。

このガイドラインは， Webサイトの構築の各ステージで，誰が何をすべき

かを整理したもので， Basics (基本)， Plan (計画)， Contents (コンテンツ)，

Design (デザイン)， Build (構築)， Go Live (稼働)， Main tain (運用)の 7

つのフェーズのそれぞれに対して，説明，活動，品震保証及び評価基準，入力，

出力の 5項目が記述されるプロセスガイドラインの形式を取っている O

ユーザ、ピリティに関する項自は， Design及び Buildの二つのフェーズに記

載されており 9 設計から実装の際のテストにおいて行われるユーザビリティ活

動が定義されている O

本ガイドの目的に rIPGに規程された規則は 9 ユーザ、に対して明確でユーザ

フレンドリーなサービスを提供するために実施しなければならない義務であ

る」とあるようにラガイド自体がユーザピリテイガイドラインであるとも

るO なおヲこの項においては，デザ、インテンプレートも提供されている O

以上のように， IPGでは，プロセスおよびデザインの両側面からユーザピリ

、ぇ

テイガイドラインが編集されていると言える O

表 IPGのデザイン@フェーズにおけるユーザピリティの記述

噴 語 言己 議 の 概

What to do Webサイトのユーザピリティを確保するためには，システムライフサイクル全

体を通じて活動する必要がある。

Checklist Webサイトのユーザピリティに関する基本的なチェック項目を示している O 同

様に，様々なユーザピリティ評錨法を示すサイトが紹介されている O

Inputsおよび ユーザピリティ活動に伴う入出力情報について示している。ここでは，ユーザ、ピ

Outputs 1)ティ計画書および報告書以外に，ユーザピリティを品質の一部として，品質計

画書を作成することを明示している。

Guidelines and Webサイトのユーザビリティに関連する EUの指針が紹介されている。同時に，

references ユーザピリティに関連する有名な Webサイトにリンクできるようになってい

る。例えば， Webユーザ、ピリティに関しての国際的な権威である， J ako b 

NielsenのWebサイトである， useitなどである。
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(2) 米国

“Research-based web design & usability guidelines" [8Jは， U. S. De-

partment of Health &註umanServices (HHS:保健福祉省)が， General 

Services Administration (GSA:政府調達局)との協力により作成し

た， Webデザインとユーザピリテイのガイドラインである o f)]版は2003年に

編纂された。 現在は2006年版が Usability.govにて公開されているほか，書籍

としても出版されている。

ガイドラインは，デザイン・プロセスを定義した第 l章，ユーザエクスベリ

エンスの活用に当たっての注意点を示した第 2章，アクセシピリテイへの配慮

について定義した第 3章，開発する Webサイトのパーツや機能に関する第 4

章~第17章，ユーザピワテイ・テストに関する第18章からなる O 第 l章におい

てはデザインプロセスに触れているものの，全体としては一般的なデザ、インガ

イドラインの構成となっている O

(3 ) カナダ

“Common look and feel standards for the Internet" (CLF: インターネッ

トにおける共通の外観と印象に関する基準) [9Jは，カナダ政府の Webサイ

トが共通に有すべき外観と利用感を定めた標準であり，デザインガイドライン

と言える o 1999/2000年度に Tr・easuryBoard Secretariatにより策定された 0

2007年に公表された CLF2.0は， rpart 1 :Webアドレスに関する標準J

rpart 2 : Webサイトのアクセシピリテイ，インターオペラピリテイヲユー

ザピリティに関する標準J rpart 3 : Webページの共通様式に関する標準」

rpart 4 電子メールに関する標準」の 4部からなり，関連するテンプレー

トやツールとともに公開されている O

ユーザピリティは Part2の6つ自に定義され Webサイトの現在及び将来

のサイト訪問者によるテストが重要であることや，テストにおいて使いやすさ，

ナピゲーション， comprehension (理解)，ユーザ満足度を評価項目とするこ

とが示されているが，その手法についての記載はない。



我が国の電子政府におけるユーザエクスベワエンスの位置づけ 113 

(4) 英国

2003年に， the Cabinet 0笠lceにあった Officeof the e-Envoyが策定したの

が "Qualityframework for UK government website design" [l0]である O 現

在は Thee-Government Unitが管理している O

政府のユーザのニーズを開発プロセスに組み込むためのプロセスガイドライ

ンであり，人間中心設計の解説に始まり，人間中心設計による開発プロセスの

際規格 IS013407を参照しつつ，利用品質の確保を目的としてシステム要件

を定義し評価するまでの一連の活動を定義している。事例やテンプレート等

を持たないことから，人間中心設計を理解した開発管理者の利用を前提として

いると想定される O

また， the Ca binet officeの下にある theCentral Office of Information (中

央情報局)にはラユーザ、ピワティおよびアクセシピリティに関する一般的なガ

イドラインが整理されている Oユーザ、ビリティに関する“Usabilitytoolkit" [l1] 

も含まれている O

(5) フランス

政府プロジェクトの実施責任官庁である DGMEが策定した "Charte

ergonomique des sites internet publics" (Charter for the ergonomics of pub-

lic websites) [l2]がある O これは公的な Webサイトのインタフェースが守る

べき人間工学的な規則を明確化したガイドラインでありヲ次の 3項目の実施を

保証することを呂的として定めている O 本調査の実施時点で確認できたのは

2008年12月公開の第 2版である。

発信者を関わず確保しなければならない，利用の快適さ及びアクセシピリ

ティの最低レベル

愈行政機関の Webサイトが共通に使用する視覚的記号体系ヲナピゲーショ

ン原則

行政機関による Webサイトの設計プロセスとコンテンツの改善
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(6) ドイツ

ドイツにおいては行政系 Webサイトに特化したユーザピリティに関するガ

イドラインを見いだすことは難しい。しかしながらラ工業規格には， Webユー

ザビリティに関する官rgonomieder Mensch-System-Interaktion-Teil 151: 

Leitlinien zur Gestaltung von Benutzungsschnittstellen fur das World Wide 

W e b (ISO 9241-151:2008)" (Guidelines /問中lIrementsanalysis and user 

survey information technology for e-government services for e-Government 

services) [13Jがあり， Webサイトのユーザインタフェースの開発に際して適

用されている O

また， ドイツ連邦政府はユーザ参加を重要視しておりラ新たな Webシステ

ムによる行政サービスが市民との対話によって完成されることを指針のーっと

して挙げるとともに[14J，サーピスを開発する際のユーザニーズの収集のガイ

ドライン[15Jも策定している O

( 7) オーストリア

オーストリアではヲ連邦政府による eGovernme抗戦略の基本指針[16Jの一

つにユーザピリティが位撞づけられている O

しかしながら，政府による Webサイトのユーザインターフェースに関する

ユーザビリテイガイドラインは一般に公開されていないと考えられる O また，

eGovernmentガイドラインでは，ユーザから見たサービス品質の向上を目標

として明示している O ユーザ中心のサービスはヲ広義のユーザピリテイに関す

るものであり，構想の段階から考慮すべきものとされている O

(8 ) スウェーデン

行政機関が24時間アクセス可能な電子政府を実現するための Webサイトの

設計と開発を支援することを詩的としたガイドラインが “Swedish national 

guidelines for public sector websites" [17J (行政機関の Webサイトに関す

るガイドライン)である O 政府や公共機関において Webサイトの調達，開発，
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メンテナンスの責任者を読者として想定している。初版は2000年に公開された。

ガイドラインは行政機関の Webサイトの開発におけるユーザビリティ，ア

クセシピリテイ，標準化を統合的に定義したもので，公共機関の Webサイト

や eServiceの発注ヲ開発，運用を対象としている。

また，スウェーデンでは The 24/7 Agency -Criteria for 24/7 Agen-

cies in the Networked Administration" (24時間政府のための基準)[18Jにお

いて，各省庁の電子政府の成熟度を 4つステージとして定義している(表 2) 0 

表 2 スウェーデンの各省庁の電子政府の発麗ステージ

ステージ 定

Stage 1 
Webサイトは，省庁及び省庁が提供するサービスについてのまとめ

られた情報を (packagedinforrnation)提供している。

Stage 2 
Webサイトは，省庁及び省庁が提供するサービスに関するやりとり

の情報 Gnteractiveinforrnation) を提供している O

Stage 3 
Webサイトやコミュニケーション機能により，個人情報を入力およ

ぴ参照ができる O

Stage 4 
複数の省庁，機関が連携してサーピスを提供できる Webサイトや

ネットワーク機誌がある O

(伶仰9釦) 韓国

2007年に発表された

“、e一Governmen叫1社tWeb s坑ta組nd白ar吋di包Zねa抗矧t甘10∞ng部釦ul近delineぜ"を策定することが記載され

ているが， 2010年時点では確認できない。なお 9 政府が設定した電子政府政策

の変遷[20Jによれば，年代ごとに情報化を進展させていく方針が読み取れる(表

3)0 
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表3 と

主

電子政府のインフラ 政府の プロセスの 政府の業務プロセスの電子化(診療，税関.納税等)

整備 電子化 ITインフラの整鏑(高速インターネット網)

(1987~2002) ITインフラの整備 11の主要な取り組み (G4C，e-Procurement 

電子政府の本格導入 政府の全業務プロセス rti民，企業向けサーピスへの拡大

(2003~2007) の電子化による電子政 業務手法の改善による行政の効率化，透明性の拡大

府サーピスの拡大 複数の情報システムの連携

電子政府のさらなる 電子政府システムの統 顧客中心の市民サービスと，市民参加の拡大

進展 合によるシームレスな 電子政府ネットワークによる，行政サーピスの高度

(2008~2012) サーピスの提供 化

Real-time public safety information networ・klmパ日間の比よる日前ン

フラの強イヒ

2岡 3 調査結粟のま

調査の結果ラ各国が策定しているユーザビリテイガイドラインに類するもの

は，デザインガイドラインとプロセスガイドラインに分類された。デザインガ

イドラインは， Webサイトの開発担当者が参照するもので，コンテンツやユー

ザインタフェースの原則などが示されている。これに対しヲ電子政府システム

全体の開発責任者や調達責任者が参照するのが開発プロセス全体を見渡すプロ

セスガイドラインである(表 4)。

調査実施前には，少なくともユーザビリティのデザインガイドラインは，ど

の国でも策定され， Webサイトから容易に入手できるように公開されている

と想定していた。しかしながら，北米を除いた国では，容易にガイドラインを

入手することができなかった。これに対し米国では，ガイドラインを補佐する

形で，参照すべきデザインガイドラインの参考文献が示されていた。

ドイツ，オーストリアの場合は，電子政府用のユーザピリテイガイドライン

は設置していなかった。電子政府に関する専門家に問い合わせた結果， DIN (ド

イツ工業規格)を参照することを前提としていることがわかった。実際に，ユー

ザピリティの指針となる規格は， IS09241-10 [21Jなど，いくつか存在している O
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表4 各国@地域 のユーザピリテイガイドライン

調@地域 ガイドラインの名称 概 要

EU Information provider' s guide - 初版2007年。 EC制定。 EUのサイト構築の際

The EU Internet handbook (IPG) に守らなければならないガイド。

プロセスガイド，デザインガイドを兼ねる O

米国 Research-based web design & 初版2003年。拘束力のないデザ、インガイドライ

usability guidelines ン。

カナダ Common 100k and fee1 for the 初版199912000年度。 Webサイトの外観を統一

Internet するためのデザインガイドライン O

英国 Qua1ity framework for UK gov- 初版2003年。 Webサイトの開発管理者が，ユー

ernment website design ザのニーズを開発プロセスに組み込むためのプ

ロセスガイドライン。

Usabi1ity too1kit Webサイトの開発者が使用するデザインガイ

ドライン O

フランス Charie ergonomique des sites 第 2版2008年。公的な Webサイトが守るべき

internet publics (Charter for the 人間工学的規則。

ergonomics of pub1ic websites) 

ドイツ DIN 2008年。 Webサイトのユーザインタフェース

に関する工業規格。

Leitfaden / Bedarfsana1yse un句 2008年。電子政市システム開発の際のユーザ調

dN utzerbefragungInformation但 査ガイドライン O

stechnik 

スウェーデ、ン Swedish nationa1 guidelines for 初販2000年。政府の責任者を対象とした，電子

pub1ic sector websites 政府の Webサイトのユーザ中心の開発プロセ

スや規則を定義したガイドライン O

オーストリア i eGovernmer抗戦略の11の指針の一つにユ…ザ、

ピリティを定義。

デンマーク 手続きのオンライン化進む。

ユーザピリティのベンチマーキングを実施|

(Top of the web)。

ベルギー 民間コンサルタントによる usabi1itytipsがあ

る。

韓国 e-Government web standardization マスタープランには策定が記載されているが，

guide1ine 2010年時点、では確認できない。
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ドイツにとっての規格はヲ我が国以上に日常的に利用されているものであると

も想定された。英国の場合は， 1990年代後半から電子政府のサイトのガイドラ

インは設寵されていたが，数年後に改訂された後，ガイドラインが更新された

形跡は無かった。このように EUの場合は， ECサイトにガイドラインが整備

されていたこともあり，国別というよりも EU全体で整備する方針があるとも

考えられる O

今回の調査からはヲ現段階では，各国がユーザピリティに関するガイドライ

ンを精力的に編集している傾向は見えなかった。実際，ユーザインタフェース

デザインは，個別のシステムごとに，制約条件や要件を考慮して設計するため

にデザインガイドラインを運用する理由を見い出せないためであろうと考えら

れる O また， Webユーザピリテイのガイドラインは，既に多くの文書が出回っ

ているため，改めて編集する必要性もないと認識されている可能性がある O

一方ヲプロセスガイドラインも我が国のガイドラインのように，詳細な手順

やテンプレートまで添付されているようなものはない。我が国のガイドライン

が人間中心設計に詳しくない行政担当者を対象として書かれていることに対

し開発側にユーザピリティ専門家が関与していることを前提として，彼らが

概要を確認できるレベルの記述にしているとも考えられる O

3 .我が;、菌の電子政婿におけるこエーザーエクスベリヱンスの位量づけ

3 . 1 電子政府におけるユーザーエクスベリエンスの成熟震

我が国では，電子政府のシステムを評価するフレームワークが検討されてい

る(例えば電子政府評価委員会[23J)。このフレームワークの考え方の重要な

要素に，電子政府が発展的に成熟してゆくというものがある O この委員会で提

案された案には 5段階のステージが設定されている O 何様の考え方は，ス

ウェーデンや EUの電子政府の施策方針にも記述されている O

EUについては，表 5に示すように， ECが4段階のレベルを設定している O

2006年時点では， EUの各機関と外部とのやり取りについては一部がレベル 3，
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あるいは 4を達成しているが，全体ではレベル 2にあるとし 2010年までにレ

ベル 3に達することを目標として定めている O

表 5 ECによる寵子政府成熟度モデん

レベル 点F主ゐL句 義 詳 纏

レベル 1 シンプルな Webサイト 公共政策，行政手続きに関する情報がオンラインで公開され

(Simple website) ている O しかし，利用者と政府機関との間の手続きの本質は

変更されていない。

レベル 2 オンライン政府 顧客へのサービス改善を目的として，簡単な電子的やりとり

(Online government) のしくみ(例えば電子メールや， Webベースのフォームな

ど)が運用されている O

レベル 3 統合化された政府 行政の手続きの一部が自動化されている O 提供されるサーピ

(Integrated government) スは，既存の手続きを ICTにより置きかえたものではなく，

様々なインタラクション，パックオフィスのシステム，行政

手続きは統合化されている。しかしながら， 一部の行政の手

続きに紙ベースのものがある。

レベル 4 変革された政府 利用者は紙ベースの様式に記入を求められることはない。行|

(Transformed government) 政の手続きは最初から最後まで完全に自動化されており，省

庁間の境目もない。効率性の向上に加えてよりよい質と霊

明性の向上によるユーザ、の満足度を最大化するために，行政

組織の都合からではなく，行政の外部，内部のユーザの視点

からサービスが設計されている。

これらの成熟度にはヲ行政側の管理業務システムの完成度や，組織体制など

が評価項目として統合されているために，純粋に，利用者のユーザエクスベリ

エンスのみに焦点をあてたものとはなっていない。そこで，電子政府を利用す

るユーザエクスベリエンスに特化した形の成熟度レベルを， EUを参考に次の

ように設定した。

レベル 1 行政情報へのアクセス

公共政策ラ行政手続きに関する情報が Webサイトを介してアクセスできる O

行政手続きに関する書面を出力することはできてもラ多くは従来の手続きの

ままである O
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レベル 2 オンラインでの手続き

主要な手続きが Webサイトを通じてオンラインで実施できる O すべての行

政関連情報はヲ Webサイトを通じて検索が可能である。

レベル 3 新たなサービス

提供されるサービスは既存の手続きを ICTにより置きかえたものではなく，

新たな付加価値のあるサーピスとして提供される O サービスは，社会的なイ

ンフラと統合され 新たなビジネスモデルが構築されている O

レベル 4: ;利用品質の高いサーピス

行政の手続きは完全にオンライン化されており，省庁関の境目がなくワンス

トップで利用できる O 保守・運用体制が利用者視点から整備され，継続して

サービスの利用品質が改善されている O

以上の成熟度を基にして，このプロジェクトで調査したガイドラインから想

定した利用者のユーザエクスベリエンスのレベルを評価したものが，表6であ

るO

今回，調査した国の多くは，主要な手続きのオンライン化を終えようとして

いる段階と想定された。これは，オンライン化手続きのユーザピリティを高め

るためのユーザピワテイデザインガイドラインの設置年度等から推測したもの

である O 米国や英国ではガイドラインへの着手は早く， 2000年代初頭に設置さ

れていることを考えると，既に，オンライン化事業は，数回のライフサイクル

を経ているとも想定できる O

また，各国の電子政府への取り組みが，手続きのオンライン化ではなく，新

たなサーピスの創出へ移行していることが理解できる O オーストリアのケース

が好例であり，この国では，行政手続きと，様々な民間サービスが連動できる

ようになっており，利用者の満足度が高いサービスを提供している O これらの

サービスはヲ行政側が提供しているサイトから知ることができる O
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表8 電子政府が提供するサービスのユーザーエクスペリエンスの成熟痩レベjレ

成熟定
レベル1 レベル2 レベル3 レベルヰ

レベル 行政1警報への 手続きの
新しいサービス

科用品質の高い

アウセス オンラインfヒ サービス

行政情報にアクセ 既存の行政手続き ICTを基盤とし 利用品質が高いサー
国名 ス可能 のオンライン化 た新しいサービス ピスの持続的提供

米国 O O ム

カナダ O O ム

英国 O O ム

フランス O O ム

ドイツ O O ム

オーストリア O O O ム

スウェーデン O O O 

韓国 O O ム

日本 O ム

凡例 :0実現している，ム一部実現している

また，ユーザエクスペリエンスの利用品質を高める試みとしてラ ドイツのよ

うに，利用者のシステム開発への参両を明示している国もある O

3包 2 裁が盟の電子政時のユーザエケスベワエン

各国の状況に対して，我が国では未だラ手続きのオンライン利用を促進して

いる段階であり，レベル 2に停留していると考えられる O 新オンライン利用に

関する計画では，行政サービスのワンストップ化，プッシュ型の行政サーピス

の展開，行政サービスへのアクセシピリティ向上ラ行政サービスへのアクセス

手段の多様化等のオンライン利用のユーザピリティを向上させる方針が明示さ

れている。しかしながらラこれらは オンライン利用の枠を超えるものではな

しミ O

日本の電子政府の成熟度がレベル 2に停留している背景には，省庁間の調整，

法律の改正，個人情報の確保などのセキュリティ対策などの制約が，課題とし

て山積しているためと考えられる O これらの制約が大きいことは事実であるが，
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仮にそれらがクリアされたとしても，新しいサービスが創出されるとは限らな

い。また，現行のユーザピリテイガイドラインでは，システムを改善するため

の手)1演は明示されているが9新たなサービスを創出することには触れていない。

新しいサーピスを構想するための方策を講じなければ，今後も電子政府の取り

組みは，行政手続きのオンライン化の促進と，利用率向上の枠からはみ出すこ

とは難しいと思われる O 今後も，提案した成熟度モデルのレベル 2から 3へ移

行することが，我が国にとっては困難な状況が続く可能性は充分にある O

震災後の現在，様々な予算が削減される中で，電子政府に関する予算も同様

に取り扱われることが予測される O この状況下では，技術投資を前提として，

技術が先導するサービスを運営するような，従来型のサーピス構想、案を実現し

てゆくことは，さらに慎重にならざるを得ない。今後，こういった制約条件の

中でも，新たなサービスを創出することができるための方法が必要となると考

えられる O

ヰ圃まとめ一科F覇者指向の電子政府施築を構想するために

各国の電子政府のユーザ、ピリテイガイドラインの状況を調査から，電子政府

が提供するサービスのユーザ、エクスベリエンスのレベルを明確にした。その結

果，各国は，手続きのオンライン化から新たなサービスの実施を模索している

ことが想定された。逆に，我が国は，手続きのオンライン化のレベルに停留し

ていることも確認できた。これは，新オンライン利用計画が策定された現在，

次の新しいサービスを導くための道筋が見えているとは言えない状況である O

そのためには，新たにサービスを構想する体制や，そのための方法を構築して

ゆく必要がある O

一方，電子政府の総合的な有効性については，システム自体や，管理体制，

財政貢献度など，様々な観点から検討されている(例えば早稲田大学[22J，電

子政府評価委員会[23Jなどによる有効性評価がある)。しかしながら，電子政

府が提供するサービスの有効性は，ソフトウェアの品質が，利用者と開発側と
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分けて議論されているように，利用者にとっての有効性と開発および管理する

側の有効性とを区別すべきと考える O 利用側と管理側とでは，利害が対立する

場合もある O 最終的に電子政府のシステムの便益を享受するのは，そのシステ

ムを利用する人である O どのような技術を駆使しでも，どのような体制で開発

しでも，最終的に，利用者にとって有効でなければシステムは意味をなさない。

そのため，利用者が得られる現実的かつ詳細な便益を全面に出し，これによっ

て，システムの構想、，開発を方向づける流れが自然である O

さらに，電子政府の背景となる技術であるヲインターネット技術は，従来の

業務システムの枠を超えて，様々なビジネスモデルを生む出す基盤でもある O

利用者のサービスの構想、に加えて，ビジネスモデルとの連動できる方法論の構

築が前提をなることによって，次の段階のサービスを生み出すことが可能と思

われる O

以上のように，まだまだ¥我が国の利用者にとっての電子政府のサービスは，

今後も発展する余地を大きく残していると言える。新たなサービスの創出にはラ

現行の体制，技術，要員などを強化する延長上ではなくラ改めて，利用者が主

体となる人間中心設計の深化が求められると考える O
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